
平成 25年度実績に関する事務事業評価表
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電 話 番 号 23-1025

担
当
部
署

課       名 商工観光課

係　   　名 商工労働係

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 独立開業資金貸付事業

事  業  期　間 開始年度 昭和51年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

中小企業金融対策事業予 算 事 業 名

７-２　起業の支援

７　工業・商業の振興

４　まちの活力を育む工業・商業の推進政  策  名
総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 協働している市民協働の状況

施  策  名 商工振興費目

予
算
科
目

会　   　計

項 商工費

一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款 商工費

当面継続

25年度 26年度

３
指
標

手       段
（活動指標）

各金融機関へ原資を預託。新規開業者より融資あっせん申込があれば、富山県信用保証協会へ保証承諾のあっせん依
頼。保証決定されれば、各金融機関にて融資実行。

意       図
（成果指標）

新規開業者が、事業に係る運転資金・設備資金の資金繰りが円滑に行えるようになる。

指　標　名 単位 24年度

２
事
業
概
要

事 業 概 要
県小口事業資金の融資対象とならない新規開業者に対し、資金調達の円滑化及び事業継続支援を行うため、魚津市独
立開業資金として取扱金融機関へ融資の資金原資を預託する。

対　   　象 新規開業者、または開業して１年未満の者

14,000

計画
活
動
指
標

申請件数 6 2
預託金額

15,000,000 12,296,800 82.0% 15,000,000

計画 実績
3

達成率計画 実績

100.0%
6 50.0% 6

13,300 13,300 14,000 14,000

26年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

予算現額 決算額

支
出
内
訳

②委託料

成
果
指
標

小口事業資金融資残高 15,000,000 13,967,700

当初予算額
25年度

予算現額 決算増減率決算額

④負担金補助及び交付金

①需用費

14,000,00014,000,000 5.3% 14,000,000

財
源
内
訳

①国庫支出金
②県支出金

支出合計（Ａ） 14,000,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等） 14,000,000
⑤一般財源

③工事請負費

13,300,000 14,000,000 14,000,000
⑤その他 14,000,000 13,300,000

5.3% 14,000,000

14,420,000

100

420,000

5.1%

0.0%

0.0%100

14,000,00014,000,000 5.3%13,300,000 14,000,000

1

14,420,000

420,000420,000

100

14,000,000
1

5.3%14,000,000
0.0%1

14,420,000

収入合計
1

14,000,000 13,300,000

②年間所要時間

1

100

①事務事業に携わる正規職員数
14,000,000

420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 14,420,000 13,720,000

100

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

人
件
費

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
３ 妥当でない２ 検討の余地あり

１ 妥当である

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

３ 低い・未実施

Ｈ24評価

１ 妥当である妥　当　性

　平成25年４月より、北國銀行魚津支店を新たに魚津市独立開業資金の指定金融機関に加え、預託額が増加した。

目的の妥当性
対象の妥当性

１ 妥当である

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い

１ 高い ２ 目標どおり目標達成度

２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化
実施主体の適正化

　

Ａ
自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ

３ 妥当でない２ 検討の余地あり
Ｈ25評価

１ 高い ２ 普通

２ 改善の余地あり ３ 適正でない１ 適正である
１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

３ 低い

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

創業者支援策として今後も事業を継続していきたい。融資等に係
わる企業相談は商工会議所で実施しており、制度のPRを強化しな
がら新規の創業支援策として、実施していきたい。

評
価
結
果

２次評価 不要１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり


